
柳 総 第 １５４ 号 

令和６年２月２２日 

市議会議員 様 

柳井市長  井 原 健太郎 

 

市議会定例会の招集について 

このことについて、別紙告示写しのとおり招集したので通知します。 

現在までに提出を予定している事件は、下記のとおりであります。 

記 

議案第 ３ 号  柳井市手話言語条例の制定について 

議案第 ４ 号  市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正について 

議案第 ５ 号  柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改

正について 

議案第 ６ 号  柳井市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

議案第 ７ 号  柳井市国民健康保険税条例の一部改正について 

議案第 ８ 号  柳井市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部改正について 

議案第 ９ 号  柳井市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正について 

議案第１０号  柳井市介護保険条例の一部改正について 

議案第１１号  柳井市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

議案第１２号  柳井市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を定める条例の一部改正について 

議案第１３号  柳井市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正について 

議案第１４号  柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一

部改正について 

議案第１５号  柳井市漁港管理条例の一部改正について 

議案第１６号  柳井市営住宅条例の一部改正について 

議案第１７号  柳井市空家等対策協議会設置条例の一部改正について 
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議案第１８号  柳井市都市公園条例の一部改正について 

議案第１９号  柳井市公民館条例の一部改正について 

議案第２０号  柳井市立図書館条例の一部改正について 

議案第２１号  サンビームやない条例の一部改正について 

議案第２２号  柳井市文化福祉会館条例の一部改正について 

議案第２３号  柳井市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格

基準に関する条例の一部改正について 

議案第２４号  山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の増加及び共同処理す

る事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更について 

議案第２５号  財産の取得について 

議案第２６号  市道路線の変更について 

議案第２７号  令和６年度柳井市一般会計予算 

議案第２８号  令和６年度柳井市国民健康保険事業特別会計予算 

議案第２９号  令和６年度柳井市市有林野区事業特別会計予算 

議案第３０号  令和６年度柳井市介護保険事業特別会計予算 

議案第３１号  令和６年度柳井市後期高齢者医療事業特別会計予算 

議案第３２号  令和６年度柳井市水道事業会計予算 

議案第３３号  令和６年度柳井市下水道事業会計予算 

議案第３４号  令和５年度柳井市一般会計補正予算（第１０号） 

議案第３５号  令和５年度柳井市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

議案第３６号  令和５年度柳井市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

議案第３７号  令和５年度柳井市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

議案第３８号  令和５年度柳井市水道事業会計補正予算（第３号） 

議案第３９号  令和５年度柳井市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

諮問第 １ 号  人権擁護委員候補者の推薦について 

 

報告第 １ 号  平郡航路有限会社の経営状況について 
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柳井市告示第１１号 

令和６年第１回柳井市議会定例会を、次のとおり招集する。 

令和６年２月２２日 

柳井市長  井 原 健太郎 

１ 期 日  令和６年３月４日 

２ 場 所  柳井市議会議場 
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議案第３号 

 柳井市手話言語条例の制定について 

 柳井市手話言語条例を次のように定めるものとする。 

令和６年３月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市手話言語条例 

手話は、手指や体の動き、表情を使って視覚的に表現する言語である。 

言語は、物事を考え、意思疎通を図り、お互いの気持ちを理解し合うために、また、知識を

蓄え、文化を創造するために不可欠なものとして、人類の発展に大きく寄与してきた。 

ろう者は、聴覚に障害があるため、音声による言語ではなく、手話を使って生活をしている。 

手話は、ろう者にとって生きていくために必要な言語であり、「いのち」と同様に大切なも

のとして受け継がれ、発展してきた。 

しかしながら、これまで社会的に手話が言語として認められてこなかったことや、手話を自

由に使うことのできる環境が整えられてこなかったことなどから、ろう者は、必要な情報を得

ることも十分な意思疎通を図ることもできず、多くの不便や不安を感じながら生活してきた。 

こうした中で、平成１８年に国際連合で採択された「障害者の権利に関する条約」や平成２

３年に改正された「障害者基本法」において、手話は言語として位置付けられた。このことに

よって、手話に対する社会的認知や理解が進みつつあるが、本市において十分に共有される状

況には至っていない。 

ろう者の手話により意思疎通を円滑に図る権利が尊重され、手話を使って日常生活や社会生

活を安心して営むことができる地域社会を実現するためには、手話やろう者への理解を広め、

手話の普及を通じて、誰もが手話を使いやすい環境を整備していく必要がある。 

ここに私たちは、手話が言語であるとの認識に基づき、手話に関する施策を推進することに

より、ろう者を含む手話を必要とする人の自立と社会参加の促進を図るとともに、手話をかけ

橋として、全ての市民がお互いを認め合い、支え合いながら、心豊かに安心して暮らすことの

できる柳井市を目指し、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、手話が言語であるとの認識に基づき、手話の普及その他の手話を使用し

やすい環境の整備に関する基本理念を定め、市の責務及び市民等の役割を明らかにするとと

もに、手話に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、全ての人が障害の有無

によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実

現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
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（１）ろう者 聴覚に障害がある者のうち、手話を使用して日常生活又は社会生活を営むもの

をいう。 

（２）市民 市の区域内に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。 

（３）事業者 市の区域内において事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

（４）手話関係者 手話通訳を行う者その他の手話に関する活動を行う個人又は団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 手話の普及その他の手話を使用しやすい環境の整備は、手話が言語であること及びろ

う者が手話により意思疎通を円滑に図る権利を有することを踏まえ、ろう者とろう者以外の

者が相互の違いを理解し、その個性と人格を互いに尊重することを基本として行われなけれ

ばならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、手話の普

及その他の手話を使用しやすい環境を整備するため、必要な施策を推進するものとする。 

２ 市は、前項の施策の推進に当たっては、内部組織の連携を図るとともに、ろう者及び手話

関係者の意見を聴く機会を設け、その反映に努めるものとする。 

（市民等の役割） 

第５条 市民は、基本理念について理解を深め、市の施策に協力するとともに、地域において

手話を使用しやすい環境の構築に努めるものとする。 

２ ろう者及び手話関係者は、市との協働により手話に関する施策を推進するものとする。 

３ 事業者は、ろう者を含む手話を必要とする者が利用しやすいサービスの提供及び働きやす

い環境の整備について、必要かつ合理的な配慮を行うよう努めるものとする。 

（市の基本的施策等） 

第６条 手話を使用しやすい環境を整備するための市の基本的な施策は、次のとおりとする。 

（１）手話及びろう者への理解の促進に関する施策 

（２）手話の普及及び啓発に関する施策 

（３）手話による情報の発信及び取得に関する施策 

（４）手話による意思疎通の支援に関する施策 

（５）手話通訳を行う者の養成及び確保に関する施策 

（６）手話の習得の機会の確保に関する施策 

（７）手話による言語獲得の支援に関する施策 

（８）前各号に掲げるもののほか、この条例の目的を達成するために必要な施策 

２ 市は、前項の施策の推進に当たっては、障害者のための施策に関する市の基本的な計画と

整合を図るものとする。                

（教育の機会を通じた理解の促進） 
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第７条 市は、学校等及び地域における教育の機会を通じて、手話に接する環境づくりその他

の手話に親しむ取組により、手話及びろう者への理解の促進に努めるものとする。 

（医療及び福祉分野における環境の整備） 

第８条 市は、医療関係事業者及び福祉関係事業者と協力して、ろう者が手話を使用して医療 

機関の受診及び福祉サービス等の利用ができるよう、必要な環境の整備に努めるものとする。 

（災害時の対応） 

第９条 市は、災害時において、ろう者に対し、情報の取得及び意思疎通の支援に必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

（手話通訳の担い手の確保） 

第１０条 市は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第７７条第１項第６号による手話通訳者を派遣し、及び設置する事業を実

施するため、地域において手話通訳を担う人材の確保に関し必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。 

（相談支援等の実施） 

第１１条 市は、聴覚に障害のある子どもの乳幼児期における言語獲得を支援するため、手話

に関する情報提供及び相談支援を行うよう努めるものとする。 

（手話環境の提供） 

第１２条 市は、手話の獲得及び習得を支援するため、ろう者及び手話関係者と協力して、地

域の社会資源を活用すること等により、手話を使う機会その他の手話環境を提供できる仕組

みの構築に努めるものとする。 

（財政上の措置） 

第１３条 市は、手話に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努める

ものとする。 

（委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４号 

   市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正について 

 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例 

 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２年柳井市条例第２５号）の一部を次

のように改正する。 

第２条中「第１７３条第１項第１号」を「第１７３条の４第１項第１号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第５号 

柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について 

柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を次のように改正するものとする。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

 柳井市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年柳井市条例第２８号）の一部 

を次のように改正する。 

第２条に次の２号を加える。 

（６）特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務をいう。   

（７）利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。 

第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に改め、

同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、「同表の

第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改め、同項ただし書中「当該特定個

人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。 
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議案第６号 

   柳井市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 柳井市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正するものとする。 

  令和６年３月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎  

   柳井市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 柳井市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年柳井市条例第３３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第７条第２項中「（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。

）」を削る。 

 附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第７号 

柳井市国民健康保険税条例の一部改正について 

柳井市国民健康保険税条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

柳井市国民健康保険税条例（平成１７年柳井市条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「１００分の７．６」を「１００分の７．４」に改める。 

第５条第１号中「２２，４００円」を「２０，４００円」に改め、同条第２号中「１１，２

００円」を「１０，２００円」に改め、同条第３号中「１６，８００円」を「１５，３００円 

」に改める。 

第２１条第１項第１号イ中「１５，６８０円」を「１４，２８０円」に、「７，８４０円」

を「７，１４０円」に、「１１，７６０円」を「１０，７１０円」に改め、同項第２号イ中「 

１１，２００円」を「１０，２００円」に、「５，６００円」を「５，１００円」に、「８，

４００円」を「７，６５０円」に改め、同項第３号イ中「４，４８０円」を「４，０８０円」

に、「２，２４０円」を「２，０４０円」に、「３，３６０円」を「３，０６０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の柳井市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、なお従前

の例による。 
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議案第８号 

   柳井市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の 

一部改正について 

柳井市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部

を次のように改正するものとする。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例 

柳井市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成

２６年柳井市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第８条中「場合は」の次に「、必要に応じて」を、「支給認定証」の次に「（教育・保育給 

付認定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあっては、子ども・子育て支援法施行 

規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条第２項に規定する通知）」を加える。 

第１５条第１項第２号中「同条第９項」を「同条第１０項」に改める。 

第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければならない」を「掲示す 

るとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを 

目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当す 

るものを除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。 

第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼 

稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用教育 

を提供している施設に限る。以下この項において同じ。）」と、」を加える。 

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に 

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係 

る記録媒体をいう。）」に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定は、令和６年４月１日か

ら施行する。 
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議案第９号 

   柳井市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

柳井市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を次のように改正

するものとする。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条 

   例 

柳井市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年柳井市条例

第１７号）の一部を次のように改正する。 

目次中 

「第５章 事業所内保育事業（第４２条－第４８条）」を 

「第５章 事業所内保育事業（第４２条－第４８条） 

第６章 雑則（第４９条）           」 

第２８条第７号イの表４階以上の階の項及び第４３条第８号イの表４階以上の階の項中「外

気に向かって開くことのできる窓若しくは排煙設備（同条第３項第１号に規定する国土交通大

臣が定めた構造方法を用いるものその他有効に排煙することができると認められるものに限る。 

）を有する付室」を「付室（階段室が同条第３項第２号に規定する構造を有する場合を除き、

同号に規定する構造を有するものに限る。）」に、「同条第３項第２号、第３号及び第９号」

を「同条第３項第３号、第４号及び第１０号」に改める。 

本則に次の１章を加える。 

第６章 雑則 

（電磁的記録） 

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をい

う。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについて

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

に改める。 
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議案第１０号 

柳井市介護保険条例の一部改正について 

柳井市介護保険条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市介護保険条例の一部を改正する条例 

柳井市介護保険条例（平成１７年柳井市条例第８６号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に

改め、同項第１号中「第３９条第１項第１号」を「第３８条第１項第１号」に、「３０，６０

０円」を「２７，８４０円」に改め、同項第２号中「第３９条第１項第２号」を「第３８条第

１項第２号」に、「４５，９００円」を「４１，９２０円」に改め、同項第３号中「第３９条

第１項第３号」を「第３８条第１項第３号」に、「４５，９００円」を「４２，２２０円」に

改め、同項第４号中「第３９条第１項第４号」を「第３８条第１項第４号」に改め、同項第５

号中「第３９条第１項第５号」を「第３８条第１項第５号」に改め、同項第６号から第９号ま

でを次のように改める。 

（６）令第３８条第１項第６号に掲げる者 ７３，４４０円 

（７）令第３８条第１項第７号に掲げる者 ７９，５６０円 

（８）令第３８条第１項第８号に掲げる者 ９１，８００円 

（９）令第３８条第１項第９号に掲げる者 １０４，０４０円 

第３条第１項第１０号中「前各号のいずれにも該当しない者」を「令第３８条第１項第１０

号に掲げる者」に改め、同号の次に次の３号を加える。 

（11）令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １２８，５２０円 

（12）令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １４０，７６０円 

（13）令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １４６，８８０円 

第３条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度までの各年度 

」に、「１８，３６０円」を「１７，４４０円」に改め、同条第３項中「令和３年度から令和

５年度」を「令和６年度から令和８年度までの各年度」に、「１８，３６０円」を「「１７，

４４０円」」に、「３０，６００円」を「「２９，６８０円」」に改め、同条第４項中「令和

３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度までの各年度」に、「１８，３６０円 

」を「「１７，４４０円」」に、「４２，８４０円」を「「４１，９２０円」」に改める。 

第５条第３項中「第３９条第１項第１号イ」を「第３８条第１項第１号イ」に、「又は第９

号ロ」を「、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ又は第１２号ロ」に、「第３９条第１項第１

号から第９号まで」を「第３８条第１項第１号から第１２号まで」に改める。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の柳井市介護保険条例第３条の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料から適用

し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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議案第１１号 

柳井市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

柳井市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

柳井市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２４年柳井市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第６条第４項ただし書中「業務又は」を「職務又は」に改め、同条第５項第５号中「第６５

条」を「第６５条第１項」に改め、同項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第

６項ただし書中「当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」を「当該指定定期巡回・随 

時対応型訪問介護看護事業所」に、「施設内」を「敷地内」に、「業務」を「職務」に改める。 

第７条ただし書中「業務」を「職務」に改め、「同一敷地内にある」を削り、「できる」の

次に「ものとする」を加える。 

第９条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第２０３条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第２４条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に次の２号を加える。 

（８）指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用 

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用

者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

（９）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」という。） 

」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改

め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。 

第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号中「に規定 
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する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「

の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

（５）第２４条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第４７条第３項ただし書中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間対応型訪問

介護事業所」に改め、同条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第５項た

だし書及び第６項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜間対応型訪問介護事業

所」に改める。 

第４８条ただし書中「業務」を「職務」に改め、「同一敷地内の」を削る。 

第５１条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に

次の２号を加える。 

（５）指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

（６）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第５８条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第５号中「に規定

する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「 

の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３）第５１条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第５９条の４ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第５９条の９中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を加える。 

（５）指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

（６）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第５９条の１９第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同

項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号と

し、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第

３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に

次の１号を加える。 

（３）第５９条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身
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の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第５９条の２０の３後段中「第５９条の１２」を「第５９条の１０」に、「同項第３号中「 

次条において準用する第２８条」を「同項第４号中「次条において準用する第２８条」に、「 

同項第４号中「次条において準用する第３８条」を「同項第５号中「次条において準用する第

３８条」に改める。 

第５９条の２４第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第５９条の３０中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号

の次に次の２号を加える。 

（３）指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

（４）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第５９条の３７第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第７号を同

項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号と

し、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第

４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号の次に

次の１号を加える。 

（４）第５９条の３０第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６１条第５項中「業務」を「職務」に改める。 

第６２条第１項ただし書中「業務」を「職務」に改め、「同一敷地内にある」を削る。 

第６５条第２項中「施設をいう。以下同じ。）若しくは」の次に「健康保険法等の一部を改

正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３

号に規定する」を加える。 

第６６条第１項ただし書中「業務」を「職務」に改め、同項中「同一敷地内にある」を削る。 

第７０条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を加える。 

（５）指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

（６）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第７９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同項第７

号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同

項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１
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号を加える。 

（３）第７０条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第８２条第６項中「業務」を「職務」に改め、同項の表中「、指定介護療養型医療施設（医

療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所で

あるものに限る。）」を削り、同条第１０項ただし書中「業務」を「職務」に改める。 

第８３条第１項ただし書中「業務」を「職務」に、「当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所に併設する前条第６項の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等

のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の業務、同一敷地内の指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の業務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を

併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る業務を含む。）若しく

は法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規

定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改める。 

第９２条第５号中「身体の拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体の拘束等」

という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第６号中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」

に改め、同条中第８号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

（７）指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる

措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

第１０６条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置） 

第１０６条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の

促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護

サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

第１０７条第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中「に規 
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定する身体の拘束等」を「の規定による身体的拘束等」に改め、同項第５号から第７号までの

規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第１１０条第４項及び第５項ただし書中「業務」を「職務」に改める。 

第１１１条第１項ただし書中「業務」を「職務」に改め、「同一敷地内にある」及び「若し

くは併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所」を削る。 

第１１７条第５項及び第６項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改める。 

第１２１条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削る。 

第１２５条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当

たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。 

（１）利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

（２）当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合において診療

を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、利用

者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該指定

認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なければならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第２種協定指定医療機

関（以下「第２種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定

する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定

する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら

ない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定指定医療機関である

場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応につ

いて協議を行わなければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機関に入院

した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定

認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができるように努めなければな

らない。 

第１２７条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第３号中「に規

定する身体の拘束等」を「の規定による身体的拘束等」に改め、同項第４号から第７号までの

規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 
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第１２８条前段中「及び第１０４条」を「、第１０４条及び第１０６条の２」に改める。 

第１３０条第５項及び第６項ただし書中「業務」を「職務」に改め、同条第７項第２号を次

のように改める。 

（２）介護医療院 介護支援専門員 

第１３０条第８項及び第９項中「業務」を「職務」に改め、同条に次の１項を加える。 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの規定の適用につい

ては、当該規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

（１）第１４９条において準用する第１０６条の２に規定する委員会において、利用者の安全

並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲げる

事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号において「介護機器」

という。）の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

（２）介護機器を複数種類活用していること。 

（３）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、地域密着

型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

（４）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介護

サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。 

第１３１条ただし書中「業務」を「職務」に改め、「同一敷地内にある」を削る。 

第１３８条第４項及び第５項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改める。 

第１４７条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければなら

ない。 

（１）利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

（２）当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間

で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、

当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なけれ
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ばならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第２種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定指定医療機

関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び

当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居させることができるように努めなければならな

い。 

第１４８条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第３号中「に規

定する身体の拘束等」を「の規定による身体的拘束等」に改め、同項第４号から第７号までの

規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第１４９条前段中「及び第９９条」を「、第９９条及び第１０６条の２」に改める。 

第１５１条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に改め、同号中「又は介護支援専門員（ 

指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

第１５１条第１０項、第１１項ただし書及び第１６項中「業務」を「職務」に改める。 

第１５２条第１項第７号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２０５号）」を加える。 

第１５７条第４項及び第５項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改める。 

第１６５条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及び当該協力

医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年に

１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応

方法の変更を行わなければならない。 

第１６６条中「業務」を「職務」に改め、「同一敷地内にある」を削る。 

第１６７条第５号中「に規定する身体の拘束等」を「の規定による身体的拘束等」に、「を

記録すること」を「の記録を行うこと」に改め、同条第６号中「に規定する苦情の内容等を記

録すること」を「の規定による苦情の内容等の記録を行うこと」に改め、同条第７号中「に規

定する」を「の規定による」に、「記録すること」を「の記録を行うこと」に改める。 

第１７２条の見出し中「協力病院等」を「協力医療機関等」に改め、同条第１項中「入院治

療を必要とする入所者のために」を「入居者の病状の急変等に備えるため」に、「協力病院（ 

当該指定地域密着型介護老人福祉施設との間で、入所者が医療を必要とした際の連携協力が合

意されている病院をいう。）」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３号の要 

件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書を加える。 
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ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。 

（１）入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

（２）当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診療を行

う体制を、常時確保していること。 

（３）入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の医師

又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所

者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

第１７２条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の

病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、当該指定地域

密着型介護老人福祉施設に係る指定を行った市長に届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発

生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協定医療機関が第２種協定指定医療機関である場合

においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について

協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した

後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定地域

密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

第１７６条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第３号中「に規

定する身体の拘束等」を「の規定による身体的拘束等」に改め、同項第４号から第６号までの

規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第１７７条前段中「及び第５９条の１７第１項から第４項まで」を「、第５９条の１７第１

項から第４項まで及び第１０６条の２」に改める。 

第１８２条第６項及び第７項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改める。 

第１８７条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る

研修を受講するよう努めなければならない。 

第１８９条中「第４項まで」の次に「、第１０６条の２」を加える。 

第１９１条第７項中「業務」を「職務」に改め、第４号を削り、第５号を第４号とする。 

第１９２条第１項ただし書中「業務」を「職務」に改め、「同一敷地内にある」及び「若し

くは当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施設等」
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を削る。 

第１９７条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅において、又はサービス

の拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世

話又は必要な診療の補助を」に改め、同条第５号及び第６号中「身体の拘束等」を「身体的拘 

束等」に改め、同条中第１１号を第１２号とし、第７号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ、 

第６号の次に次の１号を加える。 

（７）指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果につい

て、看護小規模多機能型居宅介護従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定

期的に実施すること。 

第２０１条第２項第３号中「に規定する身体の拘束等」を「の規定による身体的拘束等」に

改め、同項第６号から第９号までの規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第２０２条前段中「及び第１０６条」を「、第１０６条及び第１０６条の２」に改める。 

第２０３条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが 

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。 

）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の柳井市指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。 

）第３４条第３項（新条例第５９条、第５９条の２０、第５９条の２０の３、第５９条の３

８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び第２０

２条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな

らない。」とあるのは、「削除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、新条例第９２条第７号及び第１

９７条第７号の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講
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じるよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新条例第１０６条の２（新条例

第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条、第２０２条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、同条中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなけれ

ば」とする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置）  

５ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新条例第１７２条第１項（新条

例第１８９条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定めてお

かなければ」とあるのは、「定めておくよう努めなければ」とする。 
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議案第１２号 

柳井市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

柳井市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一

部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

柳井市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平

成２４年柳井市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第５条第５項中「業務」を「職務」に改める。 

第６条第１項ただし書中「業務」を「職務」に改め、「同一敷地内にある」を削る。 

第９条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８

年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた

同法第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施

設をいう。第４４条第６項において同じ。）」を「健康保険法等の一部を改正する法律（平成

１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第８条第１項第３号に規定する指定介

護療養型医療施設」に、「同条」を「第４４条」に改める。 

第１０条第１項ただし書中「業務」を「職務」に改め、同項中「同一敷地内にある」を削り、

同項後段中「場合」を「場合は」に改める。 

第１１条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第９１条第１項において同

じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第３２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」という。） 

」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改

め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲
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載しなければならない。 

第４０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第６号を同項第７

号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同

項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中

「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１

号を加える。 

（３）第４２条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「 

身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由の記録 

第４２条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６号とし、同条中

第１３号を第１５号とし、第１０号から第１２号までを２号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の

２号を加える。 

（10）指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等

の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

（11）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第４４条第６項中「業務」を「職務」に改め、同項の表中「、指定介護療養型医療施設（医

療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有する診療所で

あるものに限る。）」を削り、同条第１０項ただし書中「業務」を「職務」に改める。 

第４５条第１項ただし書中「他の業務」を「他の職務」に、「当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所に併設する前条第６項の表の当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の業務、

同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サービス基準条

例第６条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。 

）の業務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に係る指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第６条第１項に規定する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。以下同じ。）が、指定夜間対応型訪問介護事業者

（指定地域密着型サービス基準条例第４７条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業者

をいう。以下同じ。）、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運

営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）

第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業者（

指定居宅サービス等基準第６０条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）

の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これらの事業に係る業務を含む。
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）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１

号ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改め

る。 

第５３条の見出しを「（身体的拘束等の禁止）」に改め、同条第１項中「身体の拘束その他

利用者の行動を制限する行為（以下「身体の拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、

同条第２項中「身体の拘束等」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

（１）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、

介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

（２）身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

（３）介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施す

ること。 

第６３条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置） 

第６３条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上

に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するた

めの委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催

しなければならない。 

第６４条第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第４号中「に規定

する身体の拘束等」を「の規定による身体的拘束等」に改め、同項第５号から第７号までの規

定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第７１条第４項中「業務」を「職務」に改める。 

第７２条第１項ただし書中「業務」を「職務」に、「同一敷地内にある」及び「若しくは併

設する指定小規模多機能型居宅介護事業所」を削り、「できる」の次に「ものとする」を加え

る。 

第７８条の見出しを「（身体的拘束等の禁止）」に改め、同条中「身体の拘束等」を「身体

的拘束等」に改める。 

第７９条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等により」を削る。 

第８３条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 
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２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定

めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければなら

ない。 

（１）利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常

時確保していること。 

（２）当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関との間

で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、

当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なけれ

ばならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第２種協定指

定医療機関（次項において「第２種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（ 

同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は

同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決め

るように努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定指定医療機

関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機

関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び

当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入所させることができるよう

に努めなければならない。 

第８５条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第３号中「に規定

する身体の拘束等」を「の規定による身体的拘束等」に改め、同項第４号から第６号までの規

定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第８６条中「及び第６１条」を「、第６１条及び第６３条の２」に改める。 

第９１条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。 

）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の柳井市指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。 

）第３２条第３項（新条例第６５条及び第８６条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、同項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要

事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、新条例第５３条第３項の規定の

適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する

ための委員会の設置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新条例第６３条の２（新条例第

８６条において準用する場合を含む。）の規定については、同条中「しなければ」とあるの

は、「するよう努めなければ」とする。 
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議案第１３号 

柳井市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部改 

正について 

柳井市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部を次の

ように改正するものとする。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部を 

改正する条例 

柳井市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成３０年

柳井市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第３条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支援センター」という。 

）」を加える。 

第５条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅介護支援事業者が指定

介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の２３第３項の規定により地域包

括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護

支援事業所において指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。

以下この項及び第１６条第３２号において同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所におけ

る指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分

の１を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が４４」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民健康保険中央会

（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という名称で設立された法人をいう。 

）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係

る電子計算機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システムを利

用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の基準は、利用者

の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 

第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、「、前６月

間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」と

いう。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定

居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの

回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供

されたものが占める割合」を削り、同条第８項を同条第９項とし、同条第７項中「第４項」を
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「第５項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項第１号」を「第５項第１号 

」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項中「第７項」を

「第８項」に改め、同項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる

方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３４条第１項にお

いて同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条

第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者

又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サー

ビス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下

この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数

が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス

計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指

定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解

を得るよう努めなければならない。 

第１６条第３１号を同条第３３号とし、同条第３０号中「基づき、」の次に「地域包括支援

センターの設置者である」を加え、同号を同条第３２号とし、同条中第２９号を第３１号とし、

第１８号から第２８号までを２号ずつ繰り下げ、同条第１７号中「第３号」を「第５号」に、

「第１２号」を「第１４号」に、「第１３号」を「第１５号」に改め、同号を同条第１９号と

し、同条第１６号を同条第１８号とし、同条第１５号中「第１３号」を「第１５号」に改め、

同号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次

のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者の居宅を訪問し、

利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等

を活用して、利用者に面接することができるものとする。 

（ア）テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を

得ていること。 

（イ）サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その

他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情

報について、担当者から提供を受けること。 
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第１６条第１５号を同条第１７号とし、同条第１４号中「主治の医師若しくは歯科医師又は

薬剤師」を「主治の医師等又は薬剤師」に改め、同号を同条第１６号とし、第３号から第１３

号までを２号ずつ繰り下げ、同条第２号の次に次の２号を加える。 

（３）指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

（４）前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」という。） 

」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改

め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければなら

ない。 

第３２条第２項第１号中「第１６条第１３号」を「第１６条第１５号」に改め、同項第２号

イ中「第１６条第７号」を「第１６条第９号」に改め、同号ウ中「第１６条第９号」を「第１

６条第１１号」に改め、同号エ中「第１６条第１５号」を「第１６条第１７号」に改め、同項

第５号中「第３０条第２項に規定する」を「第３０条第２項の規定による」に改め、同号を同

項第６号とし、同項第４号中「第２９条第２項に規定する」を「第２９条第２項の規定による 

」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「第１９条に規定する」を「第１９条の規定

による」に改め、同号を同項第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

（３）第１６条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３４条第１項中「第１６条第２８号」を「第１６条第３０号」に改め、「（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附則第１項ただし書中「第１６条第２０号」を「第１６条第２２号」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の柳井市指定居宅介護支

援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。）第２５

条第３項（新条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項

中「指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければな
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らない。」とあるのは「削除」とする。 
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議案第１４号 

柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正について 

柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を次のように改正するものとす

る。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

柳井市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２６年柳井市条例第２０号）の

一部を次のように改正する。 

第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予

防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」を削り、同条に次

の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに

１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を置かなければ

ならない。 

第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以下「指定介護予

防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規定する」を「地域包括支援セン

ターの設置者である指定介護予防支援事業者が前項の規定により置く」に改め、同条に次の２

項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定により置く管理者

は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６６第１号イ（３）

に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主任介護支援専門員」という。）で

なければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない

理由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に規

定する管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、次に掲げる場

合は、この限りでない。 

（１）管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する場合 

（２）管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防支援事業所の管

理に支障がない場合に限る。） 
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第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、同条第３項

中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者の場合にあ

っては介護支援専門員。以下この章及び次章において同じ。）」を加え、同条第４項中「第６

項」を「第７項」に改め、同項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに

準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３６条第１

項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

第１３条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料のほか、利用者

の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定介護予防支援を行う場

合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する費用の額に係

るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの

内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

第１４条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者」に改め、同条第１号中「（平成１１年厚生省令第３６号）」を削り、同条第

４号中「次章の規定」の次に「（第３３条第２９号の規定を除く。）」を加える。 

第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」という。） 

」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改

め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければなら

ない。 

第３１条第２項第２号エ中「第３３条第１５号に規定する」を「第３３条第１５号の規定に

よる」に改め、同項第５号中「第２９条第２項に規定する」を「第２９条第２項の規定による 

」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「第２８条第２項に規定する」を「第２８条

第２項の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「第１８条に規定する」

を「第１８条の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加

える。 

（３）第３３条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（第３

３条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３３条中「第２条」を「第４条」に改め、同条第２号の次に次の２号を加える。 
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（２）の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第３３条第１６号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の状況に著しい

変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中ウをオとし、同号イ中「訪問し

ない月」の次に「（イただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月

を除く。）」を加え、同号中イをエとし、アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次

のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する月の翌月から起算して

３月ごとの期間（以下この号において単に「期間」という。）について、少なくとも連

続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問し

ない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができる。 

（ア）テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を

得ていること。 

（イ）サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その

他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報につ

いて、担当者から提供を受けること。 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があったときは、利

用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

第３３条第２８号の次に次の１号を加える。 

（29）指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の３０の２第

１項の規定により市町村長から情報の提供を求められた場合には、その求めに応じなけれ

ばならない。 

第３６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。 

）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 
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２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の柳井市指定介護予防支

援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第２４条第３項（新条例第３

５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予防支援

事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは

「削除」とする。 
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議案第１５号 

柳井市漁港管理条例の一部改正について 

柳井市漁港管理条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市漁港管理条例の一部を改正する条例 

柳井市漁港管理条例（平成１７年柳井市条例第１１９号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改める。 

第１５条第１項中「採取又は」を「採取若しくは」に改め、「許可を受けた者」の次に「又

は法第４３条第４項に規定する認定計画実施者（法第４４条第１項に規定する認定計画におい

て法第４２条第２項第２号及び第３号に掲げる事項（水面又は土地の占用に係るものに限る。 

）又は法第５０条第１項各号に掲げる事項を定めた者に限る。）」を加え、「同条」を「法第

３９条」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１６号 

   柳井市営住宅条例の一部改正について 

 柳井市営住宅条例の一部を次のように改正するものとする。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

   柳井市営住宅条例の一部を改正する条例 

 柳井市営住宅条例（平成１７年柳井市条例第１２４号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第２項第８号ア中「婦人保護施設」を「女性自立支援施設」に改め、同号イ中「配偶

者暴力防止等法第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を、「（配偶者暴力防止等法第

２８条の２において」の次に「これらの規定を」を加える。 

別表中 

「 

柳井市営国清住宅 柳井市柳井 4276番地 1 昭和 41 準耐火構造平家建て 22 を 

                                         」 

「 

柳井市営国清住宅 柳井市柳井 4276番地 1 昭和 41 準耐火構造平家建て 24 に、 

                                         」 

「 

柳井市営国清住宅 柳井市柳井 4276番地 15 昭和 41 準耐火構造平家建て ６ を 

                                         」 

「 

柳井市営国清住宅 柳井市柳井 4276番地 15 昭和 41 準耐火構造平家建て ４ に、 

                                         」 

「 

柳井市営新庄北住

宅 

柳井市新庄 1536番地 1 昭和 50 準耐火構造２階建て 12 

を 

 

柳井市営あさひ住

宅 

柳井市柳井 4817番地 1 昭和 48 準耐火構造平家建て ６ 

 

                                         」 

「 

柳井市営新庄北住

宅 

柳井市新庄 1536番地 1 昭和 50 準耐火構造２階建て 12 
に 

                                         」 
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改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１７号 

柳井市空家等対策協議会設置条例の一部改正について 

柳井市空家等対策協議会設置条例の一部を次のように改正するものとする。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

   柳井市空家等対策協議会設置条例の一部を改正する条例 

柳井市空家等対策協議会設置条例（平成２８年柳井市条例第２６号）の一部を次のように改

正する。 

 第１条及び第２条中「第７条」を「第８条」に改める。  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１８号 

   柳井市都市公園条例の一部改正について 

 柳井市都市公園条例の一部を次のように改正するものとする。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

   柳井市都市公園条例の一部を改正する条例 

 柳井市都市公園条例（平成１７年柳井市条例第１２７号）の一部を次のように改正する。 

第６条に次の１項を加える。 

２ 有料公園施設のうち別表第２に掲げる施設については、その管理、運営等について必要な

事項を別に条例で定める。 

第１１条中「別表第２から別表第６まで」を「別表第３から別表第７まで」に改める。 

第２３条第１項各号列記以外の部分を次のように改める。 

市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、柳

井ウェルネスパークの管理を法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指定管

理者」という。）に行わせるものとし、指定管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

第２４条第２項及び第４項中「別表第４から別表第６まで」を「別表第５から別表第７まで 

」に改める。 

第２５条中「別表第１の第１欄」を「第２３条第１項」に改める。 

別表第１中「別表第１（第６条、第７条、第２３条、第２５条）」を「別表第１（第６条、

第７条）」に改め、同表に次のように加える。 

翠が丘防災

運動公園 

柳井市立柳井

図書館 
別に条例で定める。 別に条例で定める。 

 

 別表第６を別表第７とし、別表第５を別表第６とし、別表第４を別表第５とし、別表第３の

次に次の１表を加える。 
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別表第４（第１１条関係） 

占用物件 単位 使用料 

電柱その他の柱類、変圧塔その他これに類する

もの及び公衆電話所 
１本につき１年 

電気通信事業法施行

令（昭和６０年政令

第７５号）別表第１

に定める額の例によ

り算定した額 

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１ｍにつき１年 4円 

地下電線その他地下に設ける線類 長さ１ｍにつき１年 2円 

水道管、下水道管、ガス管その他これらに類す

るもの 
占用面積１㎡につき１年 230円 

郵便差出箱及び信書便差出箱 １個につき１年 320円 

協議会、集会、展示会、博覧会その他これらに

類する催しのため設けられる仮設工作物 
その面積１㎡につき１日 

当該土地の価格の

1,000分の0.2を超え

ない額の範囲内で市

長が定める額 

工事用板囲い、足場、詰所その他の工事用施設 占用面積１㎡につき１月 440円 

土石、竹木、瓦その他の工事用材料の置場 占用面積１㎡につき１月 440円 

その他のもの  市長が定める額 

 備考 

  １ 土地の価格とは、当該土地の適正な時価をいう。 

  ２ 使用料の額を算出する基礎となる面積若しくは長さが０.０１㎡若しくは０.０１ｍ未       

   満であるとき、又はこれらの面積若しくは長さに０.０１㎡若しくは０.０１ｍ未満の端   

   数があるときは、その全面積若しくは全長又はその端数の面積若しくは長さを切り捨て 

   て計算するものとする。 

  ３ 使用料の額が年額で定められているものについては、その占用期間が１年未満である 

   とき、又はその期間に１年未満の端数があるときは、月割をもって計算し、なお、１月 

   未満の端数があるときは、１月として計算し、使用料の額が月額で定められているもの 

   については、その占用期間が１月未満であるとき、又はその期間に１月未満の端数があ 

   るときは、１月として計算するものとする。 
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４ 占用期間が１月未満のものに係る使用料の額は、前各号の規定により算出した金額に

１００分の１１０を乗じて得た額とする。 

５ 使用料の算定において１０円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。 

６ 使用料の額が１００円に満たないときは、１００円とする。 

 別表第２を別表第３とし、別表第１の次に次の１表を加える。 

別表第２（第６条関係） 

有料公園施設のうち、その管理、運営等について必要な事項を別に条例で定めるもの 

公園名 有料公園施設 

翠が丘防災運動公園 柳井市立柳井図書館 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行

する。ただし、この条例による改正後の別表第４の規定は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１９号 

   柳井市公民館条例の一部改正について 

柳井市公民館条例の一部を次のように改正するものとする。 

 令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市公民館条例の一部を改正する条例 

 柳井市公民館条例（平成１７年柳井市条例第１４２号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

「 

 

                                          

                                   

                                                     

                                 」 

「 

教養室 61.77 1,320円 1,760円 1,980円 

調理実習室 114.40 2,200円 2,750円 3,300円 

会議室 60.06 1,320円 1,760円 1,980円 

多目的ルーム 56.91 1,320円 1,760円 1,980円 

                            」 

   附 則 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行

する。 

  

教養室 61.77 1,320円 1,760円 1,980円 

調理実習室 114.40 2,200円 2,750円 3,300円 

会議室 60.06 1,320円 1,760円 1,980円 

を 

に改める。 
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議案第２０号 

柳井市立図書館条例の一部改正について 

柳井市立図書館条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

柳井市立図書館条例の一部を改正する条例 

柳井市立図書館条例（平成１７年柳井市条例第１４３号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表柳井市立柳井図書館の項中「３６７０番地１」を「３７７６番地２」に改める。 

第４条第２項中「柳井市立柳井図書館視聴覚室（以下「視聴覚室」という。）」を「別表第

１及び別表第２に掲げる施設、設備等（以下「施設等」という。）」に改め、同条に次の１項

を加える。 

３ 教育委員会は、施設等の管理上必要があると認めるときは、前項の許可に条件を付すこと

ができる。 

 第５条及び第６条を次のように改める。 

 （利用の拒否） 

第５条 教育委員会は、第４条第１項の規定により資料を利用する者（以下この条において「 

利用者」という。）が次の各号のいずれかに該当するときは、その利用を拒むことができる。 

この場合において、利用者が損害を受けることがあっても、市はその責めを負わない。 

（１）この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

（２）教育委員会の指示に従わないとき。 

 （許可の制限） 

第６条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を許可しない。 

（１）公共の秩序又は風紀を乱すおそれがあると認めるとき。 

（２）建物及び附属設備を破損するおそれがあると認めるとき。 

（３）管理上支障があると認めるとき。 

第９条を第１５条とし、第８条を第１４条とし、第７条を第１３条とし、第６条の次に次の

６条を加える。 

（特別の設備等） 

第７条 第４条第２項の規定により施設等の使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）

は、使用に当たって特別の設備をし、又は備付け以外の器具を持ち込み使用しようとすると

きは、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければならない。 

（目的外使用の禁止） 

第８条 使用者は、使用の許可を受けた目的以外に施設等を使用し、又はその使用の権利を譲

渡し、若しくは転貸してはならない。 
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（使用料） 

第９条 使用者は、別表第１及び別表第２に定める使用料（以下「使用料」という。）を、使

用期日までに納入しなければならない。ただし、市長が特に認める場合は、この限りでない。 

２ 市長は、特に必要と認めるときは、使用料を減免することができる。 

（使用料の還付） 

第１０条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長は、特別の事由があると認めるときは、 

その全部又は一部を還付することができる。 

（使用許可の取消し等） 

第１１条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を取り消し、若し

くは使用を停止し、又は使用許可条件を変更することができる。この場合において、使用者

が損害を受けることがあっても、市はその責めを負わない。 

（１）この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

（２）使用許可条件に違反したとき。 

（３）偽りその他不正の手段により第４条第２項に規定する許可を受けたとき。 

（４）災害その他不可抗力による事由により使用させることができなくなったとき、又は使用

させることが不適当と認められるとき。 

（５）その他教育委員会が特に必要があると認めたとき。 

（原状回復の義務） 

第１２条 使用者は、使用が終わったとき、又は使用の許可を取り消され、若しくは使用を停

止されたときは、直ちに原状に回復しなければならない。 

附則の次に別表として次の２表を加える。 
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別表第１（第９条関係） 

柳井市立柳井図書館スタジオ基本使用料 

室 名 
面積 

（㎡） 
区 分 

基本使用料 

午前 午後１ 午後２ 午後３ 夜間 

9時 30分か

ら正午まで 

（2.5時間） 

正午から 

2時まで 

（2時間） 

2時から 

4時まで 

（2時間） 

4時から 

6時まで 

（2時間） 

6時から 

9時まで 

（3時間） 

スタジオ 2 67.52 
平 日 880円 770円 770円 770円 1,320円 

土・日・休日 1,050円 920円 920円 920円 1,580円 

スタジオ 3 24.87 
平 日 550円 440円 440円 440円 770円 

土・日・休日 660円 520円 520円 520円 920円 

スタジオ 4 33.16 
平 日 660円 550円 550円 550円 990円 

土・日・休日 790円 660円 660円 660円 1,180円 

スタジオ 5 22.28 
平 日 550円 440円 440円 440円 770円 

土・日・休日 660円 520円 520円 520円 920円 

スタジオ 9 17.93 
平 日 １時間につき 220円 

土・日・休日 １時間につき 260円 

スタジオ10 13.59 
平 日 １時間につき 220円 

土・日・休日 １時間につき 260円 

備考 

  １ 使用者が営利等の目的に使用するときの使用料の額は、この表に定める基本使用料の

１００分の１００を加算した額とする。 

  ２ 使用者が入場料その他これに類する料金を徴収する場合で、営利等の目的に使用しな

いときの使用料の額は、この表に定める基本使用料の１００分の５０を加算した額とす

る。 

  ３ 使用者がこの表に定める使用時間を超えて使用するときの使用料の額は、この表に定

める基本使用料の額に、その超える使用時間１時間につき、この表の使用時間の午前、

午後１、午後２、午後３又は夜間の区分に応じて、当該使用時間欄に掲げる基本使用料

の額（午前９時３０分までは午前欄、午後９時を超えるときは夜間欄に掲げる基本使用

料の額）を当該使用時間欄に掲げる時間数で除した額を加算するものとし、この場合に

おいて、１時間未満の端数が生じたときは、その端数時間は１時間として計算する。 
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  ４ 使用時間には、準備及び設備等を原状に回復するために必要な時間を含むものとする。 

  ５ 使用料の算定において、１０円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨て

るものとする。 

  ６ 「休日」とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休

日をいう。 

別表第２（第９条関係） 

柳井市立柳井図書館スタジオ設備等使用料 

区 分 単 位 使用料 

冷暖房 １時間につき 実費を超えない範囲内で市長が別に定める。 

備品 １台につき １回の使用料が 1,100円の範囲内で市長が別に定める。 

持込器具類 １ＫＷにつき １回の使用料が 110円の範囲内で市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行

する。 
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議案第２１号 

サンビームやない条例の一部改正について 

サンビームやない条例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

サンビームやない条例の一部を改正する条例 

サンビームやない条例（平成１７年柳井市条例第１４４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「、地域情報センター及び図書館」を「及び地域情報センター」に改める。 

第３条を次のように改める。 

第３条 削除 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行

する。 
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議案第２２号 

  柳井市文化福祉会館条例の一部改正について 

柳井市文化福祉会館条例の一部を次のように改正するものとする。 

 令和６年３月４日提出 

                    柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市文化福祉会館条例の一部を改正する条例 

 柳井市文化福祉会館条例（平成１７年柳井市条例第１４６号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

「 

教養室 61.77 1,320円 1,760円 1,980円 

調理実習室 114.40 2,200円 2,750円 3,300円 

会議室 60.06 1,320円 1,760円 1,980円 

 」 

「 

教養室 61.77 1,320円 1,760円 1,980円 

調理実習室 114.40 2,200円 2,750円 3,300円 

会議室 60.06 1,320円 1,760円 1,980円 

多目的ルーム 56.91 1,320円 1,760円 1,980円 

                                    」 

別表第３中 

「 

教養室 １時間につき 310円  

調理実習室 １時間につき 600円  

会議室 １時間につき 300円  

                                    」 

 

 

 

 

 

を 

を 

に改める。 
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「 

教養室 １時間につき 310円  

調理実習室 １時間につき 600円  

会議室 １時間につき 300円  

多目的ルーム １時間につき 290円  

                                    」 

   附 則 

 この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日から施行

する。 

に改める。 
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議案第２３号 

柳井市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関す

る条例の一部改正について 

柳井市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条

例の一部を次のように改正するものとする。 

令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎  

柳井市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関す

る条例の一部を改正する条例 

柳井市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条

例（平成２５年柳井市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項第６号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の柳井市布設工事監督者の配置基準及び

資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例第４条第１項第６号に規定する厚生

労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課程を修了した者は、この条例

による改正後の柳井市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格

基準に関する条例第４条第１項第６号に規定する者とみなす。 
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議案第２４号 

山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の増加及び共同処理する事務の構

成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、令和６年４月１日

から、山口県市町総合事務組合に萩・長門清掃一部事務組合を加入させ、山口県市町総合事務

組合規約（平成１８年指令平１８市町第８１５号）第３条第８号及び同条第１１号に規定する

事務を共同処理する団体に、萩・長門清掃一部事務組合を加えること並びにこれに伴い山口県

市町総合事務組合規約を以下のとおり変更することについて関係地方公共団体と協議するため、

地方自治法第２９０条の規定により、議会の議決を求める。 

令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 

   山口県市町総合事務組合規約の一部を改正する規約 

別表第１中「、柳井地区広域消防組合、周東環境衛生組合、玖珂地方老人福祉施設組合、田

布施・平生水道企業団、熊南総合事務組合、周南東部環境施設組合、周南地区衛生施設組合、

周南地区福祉施設組合、光地区消防組合、柳井地域広域水道企業団、岩国地区消防組合、宇部

・山陽小野田消防組合、山口県後期高齢者医療広域連合、山口県市町総合事務組合」を「、周

南地区福祉施設組合、玖珂地方老人福祉施設組合、周東環境衛生組合、田布施・平生水道企業

団、熊南総合事務組合、周南地区衛生施設組合、柳井地区広域消防組合、光地区消防組合、岩

国地区消防組合、周南東部環境施設組合、柳井地域広域水道企業団、山口県市町総合事務組合、

山口県後期高齢者医療広域連合、萩・長門清掃一部事務組合、宇部・山陽小野田消防組合」に

改める。 

別表第２の２の項中「、周東環境衛生組合、玖珂地方老人福祉施設組合」を「、玖珂地方老

人福祉施設組合、周東環境衛生組合」に改め、同表の６の項中「、柳井地区広域消防組合、周

東環境衛生組合、玖珂地方老人福祉施設組合、田布施・平生水道企業団、熊南総合事務組合、

周南東部環境施設組合、周南地区衛生施設組合、周南地区福祉施設組合、光地区消防組合、柳

井地域広域水道企業団、岩国地区消防組合、山口県後期高齢者医療広域連合、山口県市町総合

事務組合」を「、周南地区福祉施設組合、玖珂地方老人福祉施設組合、周東環境衛生組合、田

布施・平生水道企業団、熊南総合事務組合、周南地区衛生施設組合、柳井地区広域消防組合、

光地区消防組合、岩国地区消防組合、周南東部環境施設組合、柳井地域広域水道企業団、山口

県市町総合事務組合、山口県後期高齢者医療広域連合」に改め、同表の８の項中「、柳井地区

広域消防組合、周東環境衛生組合、玖珂地方老人福祉施設組合、熊南総合事務組合、周南東部

環境施設組合、周南地区衛生施設組合、周南地区福祉施設組合、光地区消防組合、宇部・山陽

小野田消防組合、山口県後期高齢者医療広域連合、山口県市町総合事務組合」を「、周南地区

福祉施設組合、玖珂地方老人福祉施設組合、周東環境衛生組合、熊南総合事務組合、周南地区
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衛生施設組合、柳井地区広域消防組合、光地区消防組合、周南東部環境施設組合、山口県市町

総合事務組合、山口県後期高齢者医療広域連合、萩・長門清掃一部事務組合、宇部・山陽小野

田消防組合」に改め、同表の１１の項中「下関市、宇部市、山口市、萩市、防府市、下松市、

岩国市、光市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、山陽小野田市、周防大島町、和木町、上関

町、田布施町、平生町、阿武町、柳井地区広域消防組合、周東環境衛生組合、玖珂地方老人福

祉施設組合、田布施・平生水道企業団、熊南総合事務組合、周南東部環境施設組合、周南地区

衛生施設組合、周南地区福祉施設組合、光地区消防組合、柳井地域広域水道企業団、岩国地区

消防組合、宇部・山陽小野田消防組合、山口県市町総合事務組合」を「山口県内の全市町、周

南地区福祉施設組合、玖珂地方老人福祉施設組合、周東環境衛生組合、田布施・平生水道企業

団、熊南総合事務組合、周南地区衛生施設組合、柳井地区広域消防組合、光地区消防組合、岩

国地区消防組合、周南東部環境施設組合、柳井地域広域水道企業団、山口県市町総合事務組合、

萩・長門清掃一部事務組合、宇部・山陽小野田消防組合」に改める。                                          

   附 則 

この規約は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２５号 

   財産の取得について 

 下記のとおり財産を取得するため、柳井市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例（平成１７年柳井市条例第５０号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 

  令和６年３月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎  

記 

１ 取得する財産  食器類洗浄機、食缶洗浄機、コンテナ洗浄機 

２ 取得の方法   指名競争入札 

３ 取得価格    ９７，９００，０００円 

４ 取得の相手方  防府市大字浜方２７２番地の１６ 

           山口調理機株式会社 代表取締役社長 歳 弘 真 悟 
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（参 考） 

  購入品名  食器類洗浄機、食缶洗浄機、コンテナ洗浄機 

  納入場所  柳井市立学校給食センター 

  納  期  令和６年９月１日 
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6 年 2 月 1 日

円

円 円

1 円 円 円

2 円 円 円

3 円 円 円

4 円 円 円

5 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

件　名

落札者

株式会社マルゼン　山口営業所

山口調理機株式会社予定価格

入　札　結　果　及　び　経　過

第３回入札額第２回入札額第１回入札額業者名

89,900,000

106,573,500

摘要

96,885,000 97,900,000

辞退

辞退

入札執行日指名競争入札 令和

納　　入　　場　　所 柳井市伊保庄4907番地16

　食器類洗浄機、食缶洗浄機、コンテナ洗浄機購入
担当課

学校給食センター

落札

株式会社フジマック　山口営業所

ホシザキ中国株式会社　柳井営業所

入札書比較価格

山口調理機株式会社

落札金額（税込み）

株式会社中西製作所　山口営業所

89,000,000

90,500,000

取得の方法
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議案第２６号 

   市道路線の変更について 

 下記のとおり市道路線を変更することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１

０条第３項において準用する第８条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

  令和６年３月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

記 

路線番号 区分 路 線 名 
起   点 

終   点 
重要な経過地 

９００７ 

旧 

己ノ越馬ノ首線 

柳井市神代字己ノ越２４９０－２ 

柳井市神代字馬ノ首２６０６ 

己ノ越 

馬ノ首 

新 
柳井市神代字己ノ越２４９０－２ 

柳井市神代字己ノ越２４８８ 
己ノ越 
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線 種 路線番号 区分 路 線 名 延 長 幅 員 

 

9007 

旧 

己ノ越馬ノ首線 

300.0m 

1.4～2.0m 

 新 191.0m 

 

旧終点：柳井市神代字馬ノ首 2606 

新終点：柳井市神代字己ノ越 2488 

起点：柳井市神代字己ノ越 2490-2 

位置図 

起点：柳井市神代字己ノ越 2490-2 
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諮問第１号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

  令和６年３月４日提出 

                            柳井市長  井 原 健太郎 

記 

 

川 端 勝 教 
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報告第１号 

   平郡航路有限会社の経営状況について 

 令和５年度平郡航路有限会社の決算に関する書類を、地方自治法（昭和２２年法律第６７号 

）第２４３条の３第２項の規定により、報告する。 

  令和６年３月４日提出 

柳井市長  井 原 健太郎 
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第４８期(令和５年度）事業報告書 

 

平郡航路有限会社の第４８期（令和４年１０月１日から令和５年９月３０日まで）の経営状

況を次のとおり報告します。 

 

１ 決算状況及び期末剰余金の処理について 

第４８期における収益は、運航収益が７，９８０万３，３５９円、営業収益が２９９円、特

別収益として、離島航路補助金が６，１６５万３，００４円となり、合計額は１億４，１４５

万６，６６２円となりました。前期と比較すると、９．８％の増収となっています。 

 これに対して費用は、運航費用が１億１，８５７万７，２８３円、営業費用が１，９６４万

１６４円、合計額は１億３，８２１万７，４４７円となりました。前期と比較すると、７．６

％の増額となっています。 

その結果、収益から費用を差し引いた当期の純利益は、３２３万９，２１５円となりました。 

なお、国、県及び市からの離島航路補助金を除いた純損失額は、５，８４１万３，７８９円

となっています。 

期末剰余金の処理については、前期繰越欠損金２，９７８万３，３１１円に当期純利益を加

算した２，６５４万４，０９６円を次期繰越欠損金として計上しています。 

 

２ 主要収支の増減理由について 

運航収益については、旅客運賃収入が対前年８２万３１０円の増収となり、手荷物運賃は１

万１，６１０円の減収、自動車航送運賃は１７９万９，２１０円の減収、貨物運賃は７０万１

，４８０円の減収となっています。 

雑収入については、船の定期検査の特別修繕準備金１，３５０万２，１４３円の戻し入れと、 

消費税還付金１２５万８，４３３円が含まれていることで、運航収益全体では、前期比１，２

９８万１，３７２円の増収となっています。 

 費用については、燃料潤滑油費が、検査ドック時に潤滑油を新替えしたことと、Ａ重油の年

平均単価が１．８３円上昇したことにより、前期比１９０万７，８１９円の増額となっていま

す。船舶修繕費は５年に一度の定期検査に加え、老朽化に伴う修繕工事が増えたことで６５０

万７，９９２円の増額となっています。 

当航路は、平郡島の住民にとって日常生活に欠かせない物資の運搬、医療機関への通院等に 

なくてはならない唯一の交通機関であります。今後も航路を維持するため安全運航を第一とし、 

適切な運航による経費の削減や地元住民との協働による輸送の拡大等、安定的な航路経営を目

指すための努力を続けてまいります。 
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単位：円

科　　　目

【流動資産】 [ ] [ ]

現　金 短期借入金

普通預金 未払金

未収入金 前受金

棚卸資産 預り金

仮払金 [ ]

前払費用

【固定資産】 [ ]

（ ）

構造物

車両運搬具

備　品 [ ]

船舶備品 資本金

船　舶 　　　　（利益剰余金） ）

（ ）

長期前払費用

資　産　合　計 52,654,958 負債・純資産合計 52,654,958

36,010 　　　　　繰越利益剰余金 -29,783,311

純　資　産　合　計 -10,044,096

1,827,471 16,500,000

1 -29,783,311

（投資その他の資産） 36,010 　　　　　その他利益剰余金 -29,783,311

2,006,209 純　資　産　の　部

4

2 【株主資本】 -10,044,096

3,869,697

（有形固定資産） 3,833,687

3,381,078 特別修繕準備金 1,279,155

未収還付消費税等 1,258,433 負　債　合　計 62,699,054

1,887,696 0

1,754,721 796,095

6,200 【固定負債】 1,279,155

48,785,261 【流動負債】 61,419,899

9,118 56,000,000

40,488,015 4,623,804

貸 借 対 照 表

平郡航路有限会社 令和5年9月30日現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 金　　額 金　　額
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自　令和4年10月 1日

至　令和5年 9月30日

単位：円

費 用 収 益

金 額 金 額

【運航費用】 【運航収益】

【営業収益】

　　船舶消耗品費

　　船舶修繕費

　　船舶備品費

【特別収益】

【営業費用】

　　賃借用船料

　　航路附属施設費

　　店  費

　　輸送援助費

　　税引前当期純利益金額

合 計 合 計

　　当期純利益

1,394,850

3,239,215

141,456,662141,456,662

3,239,215

　　船費雑費

428,435

　　船舶保険料

1,078,042

1,973,541

19,640,164

13,344,079

800,000

61,653,004

　　航路補助金 60,211,961

　　輸送補助金

2,127,694

1,441,043

299

1,078,307 　　受取利息 299

23,277,175

　　雑収入 15,526,789

　　港 費 1,240,068

　　養缶水費 221,390

　　運航費用雑費 108,306

　　船員費

6,399,430

　　燃料潤滑油費 37,256,828 　　郵便・信書便航送料 1,020,220

　　貨物費 2,495,128 　　貨物運賃

43,988,543

490,970

　　自動車航送費 3,702,000 　　自動車航送運賃 28,169,130

　　手荷物取扱費 49,097 　　手荷物運賃

　　旅客運賃　　旅客費

損　　益　　計　　算　　書

平郡航路有限会社

118,577,283 79,803,359

科　　  　目科　　  　目

3,653,964 28,196,820
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対前期比較

　　単位：円

期 第48期（令和5年度） 第47期（令和4年度）
(令和4年10月 (令和3年10月 増　減

　　科　　目 ～令和5年9月) ～令和4年9月)
1
 A 運航収益 79,803,359 66,821,987 12,981,372 119.4%

1 旅客運賃 28,196,820 27,376,510 820,310 103.0%
2 手荷物運賃 490,970 502,580 -11,610 97.7%
3 自動車航送運賃 28,169,130 29,968,340 -1,799,210 94.0%
4 貨物運賃 6,399,430 7,100,910 -701,480 90.1%
5 郵便・信書便航送料 1,020,220 1,010,325 9,895 101.0%
6 雑収入 15,526,789 863,322 14,663,467 1798.5%

 B 営業収益 299 309 -10 96.8%
1 受取利息 299 309 -10 96.8%
2 雑収入

C 特別収益 61,653,004 61,971,915 -318,911 99.5%
1 航路補助金 60,211,961 60,151,767 60,194 100.1%
2 輸送補助金 1,441,043 1,817,939 -376,896 79.3%
3 固定資産売却益 2,209 -2,209 0.0%
4 繰越利益剰余金

2
 A 運航費用 118,577,283 110,391,427 8,185,856 107.4%

1 旅客費 3,653,964 3,589,237 64,727 101.8%
2 手荷物取扱費 49,097 50,258 -1,161 97.7%
3 自動車航送取扱費 3,702,000 3,780,277 -78,277 97.9%
4 貨物費 2,495,128 2,984,500 -489,372 83.6%
5 燃料潤滑油費 37,256,828 35,349,009 1,907,819 105.4%
6 養缶水費 221,390 196,400 24,990 112.7%
7 港費 1,240,068 1,247,977 -7,909 99.4%
8 運航費用雑費 108,306 107,794 512 100.5%
9 船員費 43,988,543 43,396,916 591,627 101.4%

10 船舶消耗品費 1,078,307 1,429,831 -351,524 75.4%
11 船舶修繕費 23,277,175 16,769,183 6,507,992 138.8%
12 船費雑費 1,078,042 980,065 97,977 110.0%
13 船舶備品費 428,435 509,980 -81,545 84.0%

 B 営業費用 19,640,164 18,083,873 1,556,291 108.6%
1 船舶保険料 2,127,694 2,040,411 87,283 104.3%
2 船舶税金
3 消費税 -442,911 442,911 0.0%
4 船舶利子
5 船舶減価償却費
6 航路附属施設減価償却
7 賃借用船料 800,000 800,000 0 100.0%
8 航路附属施設費 1,394,850 965,175 429,675 144.5%
9 店費 13,344,079 13,280,155 63,924 100.5%

10 輸送援助費 1,973,541 1,441,043 532,498 137.0%

C 特別損失
1 前期損益修正損
2 固定資産除却損
3 圧縮損

3

12,662,451

128,475,300 9,742,147

3,239,215 318,911

自  令和4年10月　1日
　至　令和5年 9月 30日

前期対比

109.8%128,794,211

2,920,304

　収　　益

　費　　用

　収　益　計 141,456,662

138,217,447 107.6%　費　用　計

　差引当期純利益
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